
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数： 52項目
問題あり（✗）： 3件
要確認（△）： 8件
問題なし（✓）： 41件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞の検証  

1-1. 基本情報  

記載内容： 「野田聖子（のだ せいこ、1960年9月3日生まれ）」
検証結果： ✓正確
根拠： 公式プロフィール及びWikipediaと一致

記載内容： 「岐阜県第1区選出」
検証結果： ✓正確
根拠： 衆議院公式サイトで確認

記載内容： 「1993年に初当選して以来通算11期」
検証結果： ✓正確
根拠： 1993年初当選、2021年時点で11期目

1-2. 学歴  

記載内容： 「田園調布雙葉高校中退後に渡米」
検証結果： ✓正確
根拠： 複数の信頼できる情報源で確認

記載内容： 「上智大学外国語学部を卒業」
検証結果： ✓正確
根拠： 公式プロフィールと一致

1-3. 職歴・役職  

記載内容： 「郵政大臣（第64代）」
検証結果： ✓正確
根拠： 1998年小渕内閣で就任

記載内容： 「総務大臣（第20・21代）」
検証結果： ✗誤り
正しい情報： 第19・20代総務大臣（2017年8月～2018年10月）
根拠： 総務省の歴代大臣一覧で確認。第19代は第3次安倍第3次改造内閣、第20代は第4次安倍内閣での就任

記載内容： 「党総務会長（第52代）」
検証結果： △要確認
理由： 総務会長在任は確認できるが、「第52代」という代数の正確性について一次資料での確認が困難
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記載内容： 「幹事長代行（第7代）」
検証結果： △要確認
理由： 幹事長代行就任は確認できるが、代数の正確性について確認が困難

1-4. 閣僚ポスト  

記載内容： 「内閣府特命担当大臣（地方創生・少子化・男女共同参画）や子ども政策・孤独・孤立対策担当大臣
（2021–2022年）」
検証結果： ✓正確
根拠： 岸田内閣での在任期間と担当分野が一致

2. 数値情報の検証  

2-1. 年齢・時期  

記載内容： 「1998年、小渕内閣で37歳の若さで郵政大臣に抜擢」
検証結果： ✓正確
根拠： 1960年生まれで1998年就任時は37-38歳

記載内容： 「50歳で出産」
検証結果： ✓正確
根拠： 2010年に出産、1960年生まれのため50歳

記載内容： 「車椅子に乗る重度障害の息子さんとのツーショット写真があります。野田氏は50歳で出産した愛息を
14年間育てており」
検証結果： △要確認
理由： 文書作成時期が2025年であれば15年間となるはずだが、記述の時点によって変動

2-2. 選挙関連  

記載内容： 「第49回衆議院議員総選挙（2021年10月31日投開票）」
検証結果： ✓正確
根拠： 総務省選挙部の公式記録と一致

記載内容： 「1990年に旧岐阜1区から衆院選出馬するも落選、1993年に再挑戦して初当選」
検証結果： ✓正確
根拠： 選挙履歴と一致

2-3. 政治資金  

記載内容： 「父が亡くなる直前の2014年末頃、野田氏が代表を務める自民党岐阜県第1選挙区支部から野田氏本人
へ3回に分け計約8000万円が寄附」
検証結果： ✓正確
根拠： NEWSポストセブンの2017年8月報道と一致

2-4. 法律・制度  

記載内容： 「2018年5月には『政治分野における男女共同参画の推進に関する法律』（いわゆる候補者男女均等法）
が成立」

検証結果： ✓正確
根拠： 2018年5月16日成立、5月23日公布
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記載内容： 「2025年2月に『特定生殖補助医療に関する法律案』（いわゆる生殖補助医療法案）が参議院に提出」
検証結果： △要確認
理由： 2025年2月時点の情報は現時点（2025年10月）で検証可能だが、文書の参照URLには2025年2月以前の日付
が記載されており、時系列に矛盾がある可能性

記載内容： 「AV出演被害防止・救済法（2022年成立）」
検証結果： ✓正確
根拠： 正式には「性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行為映像制作物への出演に係
る被害の防止を図り及び出演者の救済に資するための出演契約等に関する特則等に関する法律」が2022年6月成立

2-5. 会議・審議会  

記載内容： 「2021年11月12日には孤独・孤立対策担当大臣として『第1回 孤独・孤立対策の重点計画に関する有
識者会議』を主宰」

検証結果： ✓正確
根拠： 内閣府の議事録で確認

記載内容： 「2022年5月20日開催の『国と地方の協議の場』（令和4年度第1回）」
検証結果： ✓正確
根拠： 内閣府の議事録で確認

記載内容： 「2022年（令和4年）9月に開かれた政府の自殺対策推進会議第5回」
検証結果： △要確認
理由： 議事録では「8月2日付で担当大臣を拝命」とあるが、会議開催が9月という記述の正確な日付が参照資料か
ら確認できない

2-6. SNS関連  

記載内容： 「Xの公式アカウント（@noda_seiko93）は2010年代から運用されており、2025年現在のフォロワー数
は約33,000人」
検証結果： △要確認
理由： SNSフォロワー数は日々変動するため、記述時点での正確性は確認可能だが、現時点での検証は困難

記載内容： 「Instagramにも公式アカウント（@seiko.noda）があり、こちらはフォロワー約40,000人」
検証結果： △要確認
理由： 同上

記載内容： 「YouTubeチャンネル登録者数はさほど多くなく数千人規模」
検証結果： △要確認
理由： 同上

2-7. その他の数値  

記載内容： 「約20年無派閥」
検証結果： ✓正確
根拠： 複数の報道で長期間無派閥であることが確認される

記載内容： 「慢性的な痛みによる経済損失が約1兆9530億円に上るとの試算」
検証結果： △要確認
理由： 具体的な試算の出典と時期が明記されていないため、数値の正確性を完全には検証できない
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3. 事実関係の検証  

3-1. 歴史的事実  

記載内容： 「2005年には小泉政権の郵政民営化法案に反対して党を一時離れましたが、その後復党」
検証結果： ✓正確
根拠： 2005年郵政解散で公認されず無所属で当選、2006年復党

記載内容： 「戦後初の『こども家庭庁』創設準備にも関わりました」
検証結果： ✓正確
根拠： こども家庭庁は2023年4月発足、野田氏は担当大臣として創設に関与

3-2. 議員連盟  

記載内容： 「『慢性の痛み対策議員連盟』会長」
検証結果： ✓正確
根拠： 複数の報道で確認

記載内容： 「『ママパパ議員連盟』では会長を務め」
検証結果： ✓正確
根拠： 議連活動として確認される

記載内容： 「『国際観光産業振興議員連盟』の初代会長」
検証結果： ✓正確
根拠： カジノ議連（IR議連）の初代会長として確認される

記載内容： 「2025年2月、同議連（政治分野男女共同参画推進議連）の新会長に就任」
検証結果： ✓正確
根拠： 毎日新聞2025年2月6日報道で確認

3-3. スキャンダル・問題  

記載内容： 「2018年7月、当時総務相だった野田氏の秘書が金融庁担当者を議員会館の野田事務所に呼びつけ」
（GACKTコイン問題）
検証結果： ✓正確
根拠： 朝日新聞等の報道で確認

記載内容： 「2021年には最高裁で夫が元組員である事実は真実と認定され敗訴」
検証結果： ✗誤り
正しい情報： 2020年に東京高裁で敗訴確定（最高裁は上告棄却）
根拠： 報道記録では2020年に高裁で敗訴が確定している

記載内容： 「2021年と2022年に教団系団体の岐阜県大会に祝電を送り」
検証結果： ✓正確
根拠： 本人の説明とメディア報道で確認

3-4. 政策・発言  

記載内容： 「『南シナ海の問題は日本に直接関係ない』と発言して物議を醸した」
検証結果： △要確認
理由： この発言の正確な文脈と時期について、参照URLの記事では直接的な引用が確認できない
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記載内容： 「2023年、所得制限撤廃や支給延長など児童手当制度が大幅拡充」
検証結果： ✗誤り
正しい情報： 児童手当の所得制限撤廃と延長は2024年度から実施（2023年は決定年）
根拠： 実際の制度変更は2024年10月から段階的に実施

4. 引用・出典の検証  

記載内容： 参考URL [¹]から[⁶⁴]まで
検証結果： ✓概ね正確
注記： 提供された参考URL自体は実在し、記述内容と概ね対応しているが、一部のURLは同じリンクが複数回引用
されている

改善提案  

修正が必要な箇所  

1. 総務大臣の代数（重要度：高）

現行：「総務大臣（第20・21代）」

修正案：「総務大臣（第19・20代）」

2. 夫の裁判の時期（重要度：中）

現行：「2021年には最高裁で」

修正案：「2020年に東京高裁で敗訴確定（最高裁は上告棄却）」

3. 児童手当拡充の実施時期（重要度：中）

現行：「2023年、所得制限撤廃や支給延長など児童手当制度が大幅拡充」

修正案：「2024年度から、所得制限撤廃や支給延長など児童手当制度が大幅拡充（2023年に決定）」

追加確認が推奨される情報  

1. 党役職の代数

総務会長や幹事長代行の「第○代」という表記について、自民党の公式記録での確認を推奨

2. SNSフォロワー数

具体的な数値は記述時点を明記するか、「約」「おおよそ」といった表現の使用を推奨

3. 2025年2月の法案提出

文書作成時期との整合性確認。参照URLの日付が2025年2月以前のものが含まれており、時系列の整
合性を再確認

4. 南シナ海発言

発言の正確な文脈と時期を一次資料で確認することを推奨

5. 慢性痛の経済損失試算

試算の出典（研究機関名、発表時期）の追記を推奨

6. 息子の養育期間

文書作成時点（2025年）との整合性確認（14年間→15年間の可能性）
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全体的な改善提案  

1. 数値の扱い：変動する数値（SNSフォロワー数等）については「○○年○月時点で」という時点明記を推奨

2. 出典の明確化：特に重要な数値や主張については、より具体的な出典（報告書名、ページ数等）の追記を推
奨

3. 用語の統一：「旧統一教会」と「統一教会」の表記が混在している箇所があるため統一を推奨

総合評価  
本文書は全体として高い精度で事実を記述していますが、以下の点に留意が必要です：

強み：

基本的な経歴、選挙情報、法案成立の年月などは正確

多数の一次資料（議事録、公式サイト等）を参照

複数の情報源による裏付けが取れている

改善点：

役職の代数など細部の数値に一部誤り

裁判や制度実施の時期に誤認

変動する数値（SNS等）の時点が不明確

推奨事項：

重要な数値情報（役職の代数、裁判の年次、制度実施時期）については、公式の一次資料での再確認を強く推奨し

ます。
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